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Misawa, Takao, et al. NCNP (National Center of Neurology and Psychiatry)

①医療観察制度の法律や公的なガイドラインなど
が定める必要な手続きや対応などを理解する必
要がある。

②司法精神医療に携わる専門職が、対象者の治
療・リハビリテーション・社会復帰支援を担っていく
ためには、この制度自体が持つ倫理的葛藤などを
自覚し、深く理解したうえで、対象者の権利擁護を
行っていく必要がある。
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医療観察制度における「対象者の権利擁護」と
それに携わる「専門職の対応」では
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医療観察制度における「対象者の権利擁護」と
それに携わる「専門職の対応」では



医療観察法成立時の特徴とされたものとして

①新たな処遇手続の創設（裁判所の関与）

②対象者の処遇施設の整備（専門治療施設）

③退院後の体制の確立（保護観察所の観察）

④司法精神医学の研究・研修体制の充実強化、それに
伴う対象者の治療、リハビリテーション、社会復帰支援
方法等の向上と均質化

※併せて一般の精神障害者に対する医療および福祉
への波及を期待

2003 (平成15)年7月 医療観察法 成立

2005 (平成17)年7月 医療観察法 施行

医療観察制度の特徴
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医療観察制度全体の概要

審判 入院処遇 通院処遇



(医療観察法による)処遇の終了
（一般の精神医療保健福祉の継続）

医療観察法における対象者の処遇の流れ
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入院による医療の提供

・個室において一般精神医療の約２～３倍の
手厚い人員配置による処遇の実施

・最新の司法精神医学に基づく社会復帰に向
けたプログラム

地域社会における社会復帰支援

・指定通院医療機関における医療の提供

・社会復帰調整官による精神保健観察・指導

・処遇実施計画に基づく関係機関相互の連携

原則３年で審判決定な
しで満期終了 ※満期
(3年)前の終了は、必ず
裁判所の判断が必要

鑑
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（
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定
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（
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官
）

処遇終了

※裁判所による「審判決定」の流れ
当初審判

退院許可
申立審判等退院決定

処遇終了
申立審判

入院決定

通院決定
再入院

申立審判 再入院決定

通院期間
延長申立審判

処遇
終了

2年のみ延長可(計  最大5年間)
※必ず裁判所の判断が必要

処
遇
終
了
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図 入院処
遇の概要と
医療観察法
手続き
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検察官
申立

図 入院処
遇の概要と
医療観察法
手続き
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入院処遇の概要と医療観察法申立等の手続き



9

入院時
インテーク面接or
オリエンテーション

図 入院処
遇の概要と
医療観察法
手続き
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入院時インテーク面接orオリエンテーション

《権利擁護部分》

●医療観察法の概要についての説明

●「抗告」等についての説明

抗告申立ての提起期間終了までの間に何度か、制度
説明や意思の再確認等を行っていく。
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○審判時付添人が抗告手続き終了まで対応

付添人等へ連絡を行う

○入院決定の審判から2週間以内

期間終了寸前に、対象者から抗告申立書の裁判所へ
の提出を依頼された精神保健福祉士等は、管理者の代
理人として抗告申立書を受理し、原裁判所に連絡する
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医療観察法と精神保健福祉法
権利擁護関連の各種申立ての取り扱い

精神保健福祉法
①退院請求等
 精神保健福祉法→精神医療審査会(都道府県知事)
②処遇改善請求
精神保健福祉法→精神医療審査会

医療観察法

①退院請求等
医療観察法 →地方裁判所

②処遇改善請求
医療観察法 →地方厚生局(厚生労働大臣)

社会保障審議会



12

「医療観察制度パンフレット」
(指定入院医療機関用)

「抗告」説明
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病棟内公衆電話
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スタッフ(大)
ステーション

アトリウム

スタッフ(小)
ステーション

【アトリウム内】
退院許可申立用紙

処遇改善請求申請用紙

対象者の権利擁護
関連施設等

アトリウム内
公衆電話
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ガイドラインにおける医療観察病棟の各種会議の位置づけ

病棟外部評価会議
（年二回程度）

【病棟運営の第三者評価】

病棟運営会議 緊急時運営会議
（月一回程度） （必要時）

【運営状況報告】
【治療方針確認】
共通の治療指針
ステージ移行判断

【緊急時対応】

病棟治療評価会議
（週一回）

【治療方針協議】
【多職種チーム】
【共通評価項目】

病棟倫理会議
（原則月二回、

精神医学外部委員）

報告

【同意によらない
治療に関する決議】
【事前・事後評価】
【定期評価】

報告

【外部委員：精神医学・法律関
係・自治体関係各１名以上】



精神保健福祉法
による医療
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図 通院処遇の概要と医療観察法手続き

前
期
通
院
医
療

中
期
通
院
医
療

後
期
通
院
医
療

施
設
通
所

訪
問
援
助

ケ
ア
会
議

精
神
保
健

観
察

処
遇
実
施

計
画
の
策
定

退
院(

通
院)

決
定

通院処遇 医療観察法による
継続通院治療

処
遇
終
了
決
定

処
遇
期
間
満
了

医療観察法による通院  (5年間を上限として)
精
神
保
健

福
祉
法
関
連

援
助
・施
設

対象者・付添人・家族
保護観察所の長

①処遇終了申立

対象者・付添人・家族
①処遇終了申立
保護観察所の長
①入院申立・②処遇終了申立

医療観察法による通院  (3年間)

保護観察所の長

①処遇終了申立
②通院期間延長申立

６ヶ月 １８ヶ月 １２ヶ月

通院処遇の概要と医療観察法手続き
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医療観察制度における「対象者の権利擁護」と
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医療観察制度における「対象者の権利擁護」と
それに携わる「専門職の対応」では
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日本では、精神医療・保健・福祉のスタッフに、「自分たち
が関わる制度や精神障害者ではない」という意識が強い

※精神疾患により重大な他害行為を犯した患者は以前から存在し、
その地域(通院)処遇には、一般の精神医療・保健・福祉のスタッフが
対応してきた

《原因、影響等》

①日本では、急に始まった新しい枠組みの制度、②英国な
ど欧米諸国のスタッフは、長く司法精神医療・保健・福祉に
かかわった歴史と経験から日本における「措置入院」に近
い意識

ただ、日本では、殺人・放火など生々しい事件を念頭に
支援した経験のあるスタッフは限られており、この法律で処
遇する場合に、素直に怖いという感情や犯罪に対する応報
感情などが整理できていない者も多い。
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司法精神医療に関わる専門職の倫理的問題とケアマネジメント



対象者の権利擁護、自己決定の尊重

①専門職種としての責任感

②精神障害者の権利擁護に関わることへの使命感

※社会的入院に対する問題意識

20

症状悪化(再他害行為)のリスクについて

①心理的なストレスが大きい

②援助や判断に責任と危険を感じる

③対象者への応報感情や陰性感情を抱きやすい

司法精神医療に関わる専門職の倫理的問題とケアマネジメント



関連専門職としての倫理観

①クライアントの自己決定を尊重し、本人に寄添（自己
決定の尊重、精神障害者の権利擁護や社会的入院へ
の問題意識等）

②病状悪化（再他害行為）の防止に対する考え方やそ
の取り組み「強制的になりやすい」

21

海外において、司法精神医療・保健・福祉の関係者が取
り組む重要な問題として、上記のようなことが研修などで
取り上げられることが多い

ただ、この２つは、時として、相反することがあり、

司法精神医療・保健・福祉分野では、

特に顕著に出やすいといわれている

司法精神医療に関わる専門職の倫理的問題とケアマネジメント



①専門職としての倫理観（自己決定の尊重、精神障害
者の権利擁護や社会的入院への問題意識等）

※対象者への「恐れ」や応報感情についての整理

②病状悪化（再他害行為）の防止に対する考え方やそ
の取り組み / 
職業的な倫理観(対象者の権利擁護、社会的入院に対
する問題意識)と再他害行為防止の必要性

バランスがとれた対応が重要

※専門職や援助者の(病状悪化（再他害行為）の防止)
考え方として「病状悪化(再他害行為)は、周囲を、そして
、ほとんどの場合、対象者自身も傷つくことになる」
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司法精神医療に関わる専門職の倫理的問題とケアマネジメント
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ケア会議、多職種チーム面接などに
おいて、処遇実施計画、治療計画と
緊急時対応などを確認

医療観察法による通院  (3年間)
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保護観察での関わりの原則

［1］個別処遇の原則

［2］必要かつ相当な限度

［3］信頼関係に基づく処遇
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［2］必要かつ相当な限度

更生保護における措置は、これを受ける者の
改善更生のために必要かつ相当な限度におい
て行わなければならない（更生保護法3 条）。

不必要かつ不相当な指導や援助を行うことは、
過度の人権制約となるばかりでなく、対象とな
る者の反発を招いたり依頼心を助長したりして
、かえってその改善更生を妨げかねない。
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医療観察制度における
「対象者の権利擁護」と

それに携わる「専門職の対応」

駒 澤 大  学    
国立精神・神経医療研究センター  三澤孝夫

ご清聴ありがとうございました
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